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2024年12月11日

第９回首都直下地震対策検討WG

賃貸型応急住宅の取り組みについて





民間賃貸住宅の経営者を核とした唯一の全国規模の公益社団法人

● 設 立 ：昭和44年11月、社団法人として活動開始
平成24年4月、公益社団法人に移行

● 支 部 ：104支部

● 会 員 ：18,883会員（正会員18,834名 特別賛助会員8社、賛助会員41社）

無料相談調査・研究 空き室情報
の提供

公益事業三本柱

情報提供
〔会員限定〕

その他事業

(公社)全国賃貸住宅経営者協会連合会について
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阪神淡路大震災ではプレハブ仮設48,300戸に対し、賃貸型応急住宅はわずか139戸。

東日本大震災で賃貸型応急住宅が本格的に導入され、以降の災害で中心的に活用される。

被災者の住まい確保の割合

667戸
14.3％

4,002戸
85.7％

667戸
14.3％

2011年
東日本大震災

68,616戸
約50％

19,429戸
約14％

48,913戸
約36％

2016年
熊本地震

15,925戸
約72％

1,836戸
約8％4,303戸

約20％

2018年
西日本豪雨

4,361戸
約73％

667戸
約11％

922戸
約16％

2024年
能登半島地震等

3,169戸
約58％

1,934戸
約35％
392戸
約7％

賃貸型応急住宅(民間賃貸住宅) 建設型応急住宅(プレハブ住宅) 公営住宅等
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6,700戸
約55％

4,654戸
約38％

990戸
約7％



これまでに支援した主な災害 ※47都道府県・13政令市と災害協定締結済み

発災年 災害名称

2011年 東日本大震災

2012年 九州北部豪雨

2014年 広島土砂災害

2016年 熊本地震

2018年 大阪北部地震

2018年 西日本豪雨水害

2018年 北海道胆振東部地震

2019年 佐賀県豪雨水害

2019年 令和元年房総半島台風(15号)

2019年 令和元年東日本台風(19号)

2020年 令和２年７月豪雨

2022年 福島県沖地震

2023年 秋田県豪雨災害

2024年 能登半島地震

2024年 奥能登豪雨
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【国・自治体・関係団体との連携図】

※日管協：(公財)日本賃貸住宅管理協会

※全管協：全国賃貸管理ビジネス協会



被災者支援活動【当会との主な取組み内容】
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国土交通省

内閣府

被災自治体

全
管
協

日
管
協

支
部

・被災状況の提供（住宅被害、現地の様子など）

・被災県の動向報告（賃貸型の開始時期、必要戸数など）

・賃貸型の提供可能戸数の確認

・その他、質問対応

・被災状況の共有（住宅被害、現地の様子など）

・被災県の動向共有（賃貸型の開始時期、必要戸数など）

・賃貸型実施における課題の整理（弾力的運用、イレギュラー対応など）

・賃貸型実施における要望、相談、提言

・業界団体に対する要望、質問、相談

・被災状況の共有（住宅被害、現地の様子など）

・賃貸型の要件整理（スキーム、家賃上限額など）

・申請書類、契約書類の確認

・受付体制の検討（コールセンター・相談窓口の設置、協力店リスト作成など）

・随時、情報共有や課題解決への相談など

・現地対策本部の設置

・相談窓口、コールセンター対応

・会員（家主・不動産事業者）への賃貸型の周知と協力要請

・斡旋業務

・随時、情報共有や課題解決への相談など



平常時の主な活動内容
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② 災害訓練実施【自治体】

③ 説明会・勉強会等に参加・講演【自治体・不動産事業者等】

④ 情報交換・課題検討【内閣府】

⑤ 災害救助法担当者全国会議

で講演(毎年５月)【内閣府】

① HP・防災イベント等で制度周知



336
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発災時の主な活動内容

① 賃貸型応急住宅の協議【内閣府・自治体】

③ コールセンターの設置（現地又は東京）

② 説明会参加【市役所・避難所等】

④ 相談窓口対応【市役所・避難所等】



賃貸型応急住宅の提供イメージ
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(都道府県・市町村

出典：神奈川県『不動産店向けマニュアル』



首都直下地震に向けた自治体との取り組み
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自治体
連携

東京都

◆賃貸型応急住宅供与訓練の実施

⇒役割分担をしたロールプレイング型訓練

◆定期的な打ち合わせの実施

⇒上記訓練の準備や振り返り等の打合わせ

を実施

神奈川県

◆賃貸型応急住宅供与訓練の実施

⇒不動産店舗に訪問して実践型訓練

◆不動産店舗及び自治体職員向け勉強会実施

⇒県職員による制度説明に加え、

当会も講師として現場の状況を解説

千葉県

◆応急仮設住宅供与訓練の実施

⇒グループディスカッションを実施

◆協定締結団体の活動報告

⇒上記訓練時に各団体の活動報告を行い、

災害時における取組みを共有

埼玉県

◆賃貸型応急住宅供与訓練の実施予定

⇒神奈川県の実践型訓練を視察し、

訓練実施に向けて準備中

〔関東ブロック 1都8県で大規模広域災害に備えた災害協定締結〕2017年3月締結

茨城県･栃木県･群馬県･埼玉県･千葉県･東京都･神奈川県･山梨県･静岡県



市民への制度周知の事例

災害発生から避難･仮住まい･復興までの流れを、避難先や仮住まい等の多様な選択肢と

合わせて示すことで、平時からの備えを促すとともに被災後の円滑な行動につなげることを

目的としたリーフレットを公開。

り災証明書の取得や仮住まいの選択肢、被災者に対する支援制度など、速やかな住まいの確保

に必要な情報が掲載されている。

東京都『東京仮住』 神奈川県『かながわ仮住まい』
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不動産店への制度周知の事例

大規模災害発生時、賃貸型応急住宅の供給を円滑に行うため、供給にあたり重要な役割を担う

不動産店向けに、制度概要や手続きの流れなどをまとめたマニュアル。

平時→災害時→入居後の対応や、主な書類様式・Ｑ＆Ａなどを記載。

神奈川県『不動産店向けマニュアル』
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１．広域避難を想定した都県の連携強化

２．自治体職員、関係者（不動産事業者等）、

市民等への制度周知

３．自治体や住宅関連事業者等の人手不足への対策

etc.

首都直下地震に備えて必要と考えること
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公益社団法人 全国賃貸住宅経営者協会連合会 〔略称：ちんたい協会〕

ご清聴ありがとうございました。
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